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全国初の条例は、４月１日から始まる来年

度請負業務委託の入札を２月26日に行った。

条例の対象は、工事１億円以上、請負1,000

万以上であり４月開始の請負契約の対象は、

２月現在で15件（庁舎の清掃業務、清掃工場

の運転管理業務、空調点検業務など）、入札

はすべて指名競争入札であり、市が定める来

年度最低賃金は時給829円（市用務員の水準

を基準に算定、千葉県最低賃金より101円高）

を上回る賃金などの配置計画案の提出を求め

審査を行う。（※なお、実施結果の最新情報

では、清掃は市内４か所で14の業者が参加、

作業員の時給は全て830円とのこと。）

これに先立ち、野田市は12月24日に業者説

明会を行ったが特に質問はなかったとのこと。

また野田市では、公契約専任担当を4月より1

名増員配置し（管財課契約係）、当初契約だ

けでなく、点検・調査など実効確保に力を入

れるとしている。

「国が動かないので地方から変えていく」

国が動かないなら
地方から変える！

野田市公契約条例2/26に業務委託入札を実施

４月から公契約専任担当を増員配置

と全国に大きな反響を呼んだ同条例には視察

や問い合わせが相次ぎ、２月５日現在で予約

も含め、視察は109件うち議員が８割以上の

89件、新聞関係12件、自治体関係８件となっ

ている。また、電話での問い合わせは210件

を数えている。

全国では、国分寺市が条例化を検討中、江

戸川区は、「調達条例」として今議会に提案

中である。県内各自治体でも12月議会に、質

問が相次いだが、鎌ヶ谷市長などが意欲を示

すほか「地方自治法や労働基準法上の課題が

あり研究する」との答弁にとどまっていると

ころが多く、改めて、政治的リーダーシップ

が求められるとともに、「地域の社会運動」

としての取り組みに加え、研究者や当セン

ターも含めた条例の理論的解明・調査研究（法

的論点のほか政治的リーダーシップ、政治参

画、公契約の果たす社会的役割、公正労働な

ど多面的研究）の強化が必要である。
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